
1 

 

綾部市ものづくり企業振興補助金の申請方法 

（１） 制度概要 

産業の振興を図るため、新製品開発、販路開拓、設備導入、災害復旧に資する事業

を行う市内のものづくり企業に対して、補助金を交付します。 

 

（２） 対象企業 

以下のいずれにも該当する企業を対象とします。 

・ 市内に工場が所在するものづくり企業であること。 

・ 綾部市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等及び同条第４号に規

定する暴力団密接関係者に該当しない企業であること。 

・ 市税に滞納がない企業（地方税法附則第５９条第１項の規定による徴収の猶予を

受けている企業を含む。）であること。 

    ◎ものづくり企業 

     日本標準産業分類に掲げる製造業を営む会社及び個人 

 

（３） 補助対象事業 

別表に定めるとおりです。 

 

（４） 補助金の交付申請 

・ 補助対象事業ごとに、令和９年１月８日までに綾部市ものづくり企業振興補助

金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、提出してください。 

・ 補助金対象経費に補助率を乗じて得た交付申請額を、申請書に記載してください

（ただし、１,０００円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとします。）。 

 

◆申請書をデータでご希望の場合は、綾部市ホームページからダウンロードができます。 

https://www.city.ayabe.lg.jp/0000003133.html 

 

 

（５） 問い合わせ先・提出先 

 

 

 

  

〒６２３－８５０１ 京都府綾部市若竹町８番地の１ 

綾部市 農林商工部 商工労政課 工業・雇用促進担当 

電 話：０７７３－４２－４２６４ 

メール：syokorosei@city.ayabe.lg.jp 

https://www.city.ayabe.lg.jp/0000003133.html
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別表 

１ 補助対象事業の期間は、令和８年１月１日から同年１２月３１日の間に行われたも

のとします。 

２ 補助対象経費に、消費税及び地方消費税相当額は含まないものとします。 

 

▶次ページ以降に、詳細を記載しております。  

No 補助対象事業 補助対象経費 補助率 補助限度額 

① 
試験機器利用 

支 援 事 業 

京都府中小企業技術センターの

機械器具貸付料及び依頼試験手

数料 

1/2 20 万円/年 

② 
販 路 拡 大 

支 援 事 業 

新規市場開拓や販路拡大に必要

な展示会等への出展に要する展

示小間料、出展負担金等の経費 

1/2 10 万円/年 

③ 

設 備 導 入 

支 援 事 業 

生産性向上など、事業継続に必

要な生産設備のうち、次に定め

る設備等の取得合計額（取得合

計額が 100 万円以上であるこ

と。） 

①  建物（工場及び倉庫に限

る。）及びその附属設備 

② 機械及び装置 

③ 車両及び運搬具（自動車を

除く。） 

④ 工具、器具及び備品 

中小 

企業者 

1/2 

 

小規模 

企業者 

2/3 

100 万円/年 

④ 

生産設備リース 

導入支援事業 

生産性向上など、事業継続に必

要な生産設備（条件あり）のリー

ス契約の額（生産設備以外の経

費を除き、５００万円以上であ

ること。） 

長期プ 

ライム 

レート 

2.60％ 

50 万円／年 

⑤ 災 害 復 旧 

支 援 事 業 

工場等の災害復旧に要した経費 
10/10 100 万円 
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① 試験機器利用支援事業 

【概要】 

京都府中小企業技術センターの機械器具貸付料及び依頼試験手数料の経費に対し

て、補助金を交付します。 

 

【補助対象経費等】 

・ 京都府中小企業技術センター「本所/京都市」、「中丹技術支援室/綾部市」での機械

器具貸付料及び依頼試験手数料の年間合計額を補助対象経費とします。 

・ 補助限度額は２０万円／年とします。 

 

【補助金計算方法等】 

機械器具貸付料及び依頼試験手数料合計額×1/2(補助率) 

 

◎計算例 

貸付料及び手数料合計額 50 万円×1/2＝25 万円⇒上限 20 万円 

 

【提出書類】 

・ 綾部市ものづくり企業振興補助金交付申請書（様式第１号） 

・ 京都府中小企業技術センターの機械器具貸付料及び依頼試験手数料の領収書 

・ 機械器具等利用内容一覧 

・ 事業概要書（様式別記） 

 

◎京都府中小企業技術センターについて 

公設の試験研究機関で、技術相談・依頼試験・機器貸付をはじめとした技術支援、

研究会・セミナーによる人材の育成、企業のニーズに応えた研究開発や産学公連携

の推進、企業に役立つ技術情報の発信を業務の柱として、企業への支援を行ってい

る組織です。 

➢ 詳細は、次のページから参照してください。 

本所／京都市下京区中堂寺南町 134（七本松通り五条下ル）京都リサーチパーク

（KRP）東地区 京都府産業支援センター内 

中丹技術支援室／京都府綾部市青野町西馬場下 33-1 北部産業創造センター内 

ホームページ  https://www.kptc.jp/ 

  

 

https://www.kptc.jp/
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② 販路拡大支援事業 

 

【概要】 

新規市場開拓や販路拡大のため、展示会等への出展に要する経費に対して、補助金

を交付します。 

 

【補助対象経費等】 

・ 新規開拓や販路拡大のため、展示会等へ出展した際の展示小間料、展示部ブース設

置料、出展負担金、出展社検索サイト掲載料等を補助対象経費とします。（※会場

までの交通費や宿泊費等のその他経費は対象外とします。） 

・ 補助限度額は１０万円／年とします。 

 

【補助金計算方法等】 

展示小間料、出展負担金等×1/2(補助率) 

 

◎計算例 

展示小間料、出展負担金等 30 万円×1/2＝15 万円⇒上限 10 万円 

 

【提出書類】 

・ 綾部市ものづくり企業振興補助金交付申請書（様式第１号） 

・ 展示小間料、出展負担金等の領収書等補助対象経費の額を証する書類 

・ 展示会チラシ等の出展が分かる書類及び写真 

・ 事業概要書（様式別記） 

※ 展示会等出展後すみやかに申請してください。 
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③ 設備導入支援事業 

【概要】 

生産性向上など、事業継続に必要な生産設備の導入を支援します。 

【補助対象経等】 

・ 次に定める生産設備の取得合計額を補助対象額とします。（取得合計額が１００万

円以上であること。※税金、割引、振込手数料などは含めず、計算してください。） 

① 建物（工場及び倉庫に限る。）及びその附属設備 

② 機械及び装置 

③ 車両及び運搬具（自動車を除く。）※フォークリフト等の償却資産は対象 

④ 工具、器具及び備品。 

・ 次に掲げるものは対象外とします。 

１ 国又は京都府等から同様の経費を対象とする補助金等を受けたもの 

２ 固定資産税の課税免除、固定資産税の課税標準の特例を受けた設備等 

３ 運搬料、送料 

４ 事務所、社員寮など生産に関係のない箇所の費用 

５ 事務用ＰＣ（ソフト含む）など生産ラインに関係ない汎用性の高いもの 

６ 償却資産を対象とするため、貨物自動車等の自動車税の対象となる車両 

７ 工場敷地内の道路舗装 

・ 補助率は会社の規模に応じて 

１ 中小企業者 ：１／２ （従業員３００人以下又は資本金３億円以下） 

２ 小規模企業者：２／３ （従業員２０人以下） 

・ 補助限度額は１００万円／年とします。 

※ 大企業は対象外です。 

【補助金計算方法等】 

機械購入費用等×(補助率) 

◎計算例 1（小規模企業者の場合） 

 機械 180 万円×2/3＝120 万円⇒上限 100 万円 

◎計算例 2（中小企業者の場合） 

 （車両 100 万＋機械 80 万円＋工具 40 万円）×1/2＝110 万円⇒上限 100 万円 

【提出書類】 

・ 綾部市ものづくり企業振興補助金交付申請書（様式第１号） 

・ 生産設備の明細が分かる納品書又は請求書（日付が 1 月１日～12 月 31 日） 

・ 領収書等補助対象経費の額を証する書類 

・ 生産設備の設置状況等が確認できる写真 

・ 事業概要書（様式別記）  
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④ 生産設備リース導入支援事業 

 

【概要】 

生産性向上など、事業継続に必要な生産設備のリース契約による導入を支援します。 

 

【補助対象経等】 

・ 法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第３号に規定する機械及び装

置で、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別

表第２に掲げる生産設備の取得合計額を補助対象額とします。（生産設備以外の経

費を除き、５００万円以上の物件であること。※税金、割引、リース手数料、搬入

費、運送費、設置費、指導費などは含めず、計算してください。） 

・ 補助限度額は５０万円／年とします。 

※ 大企業は対象外です。 

 

【補助金計算方法等】 

機械及び装置×2.60％(補助率：1 月 1 日時点の長期プライムレート) 

 

◎計算例 

機械及び装置 2,000 万円×2.60％＝52 万円⇒上限 50 万円 

 

【提出書類】 

・ 綾部市ものづくり企業振興補助金交付申請書（様式第１号） 

・ リース契約書の写し（契約日付が 1 月１日～12 月 31 日） 

・ 導入生産設備の物件価格が確認できる書類の写し 

・ 導入生産設備の設置の状況が確認できる写真 

・ 事業概要書（様式別記） 

※ リース契約後すみやかに申請してください。 
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⑤ 災害復旧支援事業 

 

【概要】 

工場等の災害復旧に要する経費に対して、補助金を交付します。 

 

【補助対象経費等】 

・ 災害による、被災証明書が発行されること。 

・ 復旧に要する経費を補助対象経費とします。 

・ 補助限度額は１００万円とします。 

※人的な火災等は対象外です。 

※対象経費は民間保険等で補填される金額も含みます。 

 

【補助金計算方法】 

 復旧に要した工事費等×10/10(補助率) 

 

◎計算例 

 工事費等 300 万円×10/10＝300 万円⇒上限 100 万円 

 

【提出書類】 

・ 綾部市ものづくり企業振興補助金交付申請書（様式第１号） 

・ 工事費等の領収書等補助対象経費の額を証する書類 

・ 被災した箇所が分かる写真及び復旧後の写真 

・ 被災証明書の写し 

・ 事業概要書（様式別記） 

※ 補助対象経費のお支払いが完了した後すみやかに申請してください。 
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交付申請書 記入例 

 

様式第１号（第６条関係） 

（表面） 

年  月  日  

 

綾部市長         様 

 

本社所在地 綾部市若竹町８番地の１ 

名   称 株式会社 綾部機械   

代表者役職 代表取締役       

代表者氏名 綾部 太郎       

工場所在地 同上          

工 場 名 称 同上          

 

綾部市ものづくり企業振興補助金交付申請書 

 

綾部市ものづくり企業振興補助金交付要綱第６条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申

請します。 

なお、裏面の「２ 誓約事項」について同意します。 

 

記 

 

１ 申請内容 

補助対象事業名 

（申請される事業名に

○をつけてください。） 

事 業 名 

 試験機器利用支援事業 

 販路拡大支援事業 

〇 設備導入支援事業 

 生産設備リース導入支援事業 

 災害復旧支援事業 

交付申請額     １，０００，０００ 円（千円未満切捨て。） 

 

  

本社と工場が別の場合に記入してください→ 

法人は必ず役職欄にも記入をお願いします→ 

↑ 

補助限度額を超えた場合は補助限度額を記入 

←２つ以上対象の事業がある場合

は、申請書を分けてください。 
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（裏面） 

２ 誓約事項 

 ・本申請書の記載内容に偽りはありません。 

 ・綾部市が綾部市ものづくり企業振興補助金の交付決定に必要な市税の情報を利用することに同意し

ます。 

 ・併給禁止の条件のある他の補助金等の給付を受けていません。 

・代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、綾部市暴力団排除条例第２条第３号に

規定する暴力団員等又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者に該当せず、かつ、将来

にわたっても該当しません。 

また、上記の暴力団員等又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者が、経営に事実上参

画していません。 

 

３ 添付書類 

 ・交付申請額の内訳、領収書等の補助対象経費の額を証する書類及び写真 

・その他市長が必要と認める書類 
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別記 記入例（試験機器利用支援事業） 

 

別記 

 

事業概要書 

 

令和 年  月  日 

名 称 株式会社 綾部機械 

補 助 対 象 事 業 の 目 的 

（何のために補助金を活用

するかなど、趣旨や目的を記

入してください。） 

新製品等の研究開発を行うため京都府中小企業技術センタ

ーの機器を利用する。また、既存製品の改良のため測定試

験を同センターへ依頼する。 

補 助 対 象 事 業 の 名 称 
試験機器利用支援事業 

補 助 対 象 経 費 ４５０，０００円 

事 業 実 施 日 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

令和８年３月１０日 依頼試験 

令和８年４月１５日 機器利用 

令和８年４月２０日 機器利用 

令和８年６月１２日 機器利用 

事 業 実 施 場 所 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

京都府中小企業技術センター 中丹技術支援室 

京都府中小企業技術センター 本所 

 

補 助 対 象 事 業 の 効 果 

（期待できる効果を記入し

てください。） 

新製品を開発することで販路拡大や受注量増加に繋げた

い。また、既存製品を改良することで価値を高めて、販売

単価の増額を行う。 
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別記 記入例（販路拡大支援事業） 

 

別記 

 

事業概要書 

 

令和 年  月  日 

名 称 株式会社 綾部機械 

補 助 対 象 事 業 の 目 的 

（何のために補助金を活用

するかなど、趣旨や目的を記

入してください。） 

自動車業界への販路拡大のため、○○展示会に出展し、自

社製品のＰＲを行う。 

補 助 対 象 事 業 の 名 称 
販路拡大支援事業 

補 助 対 象 経 費 ８００，０００円 

事 業 実 施 日 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

令和８年４月１５日から１６日 

 

事 業 実 施 場 所 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

東京都江東区○○－●●  ◆◆ドーム 

補 助 対 象 事 業 の 効 果 

（期待できる効果を記入し

てください。） 

２日間、展示会に出展することで自動車メーカーや関係者

に強い関心を持っていただくことができた。今後の新規取

引に繋げたい。 
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別記 記入例（設備導入支援事業） 

 

別記 

 

事業概要書 

 

令和 年  月  日 

名 称 株式会社 綾部機械 

補 助 対 象 事 業 の 目 的 

（何のために補助金を活用

するかなど、趣旨や目的を記

入してください。） 

最新複合加工機を導入し、より付加価値の高い製品を製造

する。 

補 助 対 象 事 業 の 名 称 
設備導入支援事業 

補 助 対 象 経 費 ３，０００，０００円 

事 業 実 施 日 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

令和８年１０月１５日 

（設備の納品日を記入してください） 

事 業 実 施 場 所 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

綾部工場 

補 助 対 象 事 業 の 効 果 

（期待できる効果を記入し

てください。） 

これまではできなかった精密加工が可能となり高付加価値

製品を開発できた。受注量の増加や単価増、販路拡大など

に繋げたい。 
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別記 記入例（生産設備リース導入支援事業） 

 

別記 

 

事業概要書 

 

令和 年  月  日 

名 称 株式会社 綾部機械 

補 助 対 象 事 業 の 目 的 

（何のために補助金を活用

するかなど、趣旨や目的を記

入してください。） 

人手不足が深刻化しており、少人化を図るため、自動組み

立てロボットをリース契約により導入する。 

補 助 対 象 事 業 の 名 称 
生産設備リース導入支援事業 

補 助 対 象 経 費 ２０，０００，０００円 

事 業 実 施 日 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

令和８年１２月１５日 

（リース契約日を記入してください） 

事 業 実 施 場 所 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

綾部工場 

補 助 対 象 事 業 の 効 果 

（期待できる効果を記入し

てください。） 

自動組み立てロボットを導入することで、スタッフの人員

を減らすことができ、別の製造ラインの人員を増やすこと

ができた。生産量を高めて売上増加に繋げたい。 
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別記 記入例（災害復旧支援事業） 

 

別記 

 

事業概要書 

 

令和 年  月  日 

名 称 株式会社 綾部機械 

補 助 対 象 事 業 の 目 的 

（何のために補助金を活用

するかなど、趣旨や目的を記

入してください。） 

豪雨災害により工場が浸水しため、復旧修繕工事を行う。 

補 助 対 象 事 業 の 名 称 
災害復旧支援事業 

補 助 対 象 経 費 １０，０００，０００円 

事 業 実 施 日 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

令和８年８月１５日 

事 業 実 施 場 所 

（複数ある場合は全て記入

してください。） 

綾部工場 

補 助 対 象 事 業 の 効 果 

（期待できる効果を記入し

てください。） 

災害後に早期復旧を行うことができ、再受注が入ってきて

いる。完全なる受注回復に向けて取り組む。 

 
 

 

 

 


